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１ 事業概要 

（１）目的 

   市町村等からの課題・要望を踏まえ、現地での実証や調査等を実施し、その結果を評

価・公表することにより、市町村による効果的・効率的な技術・知見の活用を促進する。 

 

（２）実証試験実施テーマ 

   現地での調査等を踏まえ、効果的な技術を公募することとなり、実地での実証試験を

実施したテーマは以下のとおり。 

  ア テーマ「仮置場の不陸対処方法」 

  イ テーマ「アスファルト舗装面の線量低減化技術」 

 

（３）実証技術の公募期間 

   平成 28年 10月７日（金）～平成 28年 10月 24日（月） 

 

（４）実証技術の応募数 

   公募した２テーマに対し、３社の応募があった。応募状況は以下のとおり。 

  ア テーマ「仮置場の不陸対処方法」２社 

  イ テーマ「アスファルト舗装面の線量低減化技術」１社 

 

（５）実証試験実施期間 

   平成 29年１月～平成 29年２月 

 

（６）その他 

   本事業で実施した実証技術の実用可能性については、今回の結果を踏まえつつ、引き

続き検討が必要である。 

 

２ 実証試験実施結果 

  実証試験実施結果の一覧は表１のとおり。 
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  表１ 平成 28年度市町村除染技術支援事業 実証試験実施結果一覧 

テーマ名 
実証事業者名 

（所在地名） 
実証技術 結果及び評価等 

仮置場の不陸

対処方法 

岩野物産株式会社 

（東京都） 

既存の仮置場上部シート上に一軸延伸タイプのジオ

グリッド*1を下地として機能させ、その上に通気性防

水シート等を敷設する技術 

 今回の試験結果から、実施した経過観察の範囲では、敷設

したジオグリッドの機能による上部シートの損傷の防止対策

について、一定の効果があると判断された。一方で、今回の

実施場所のように、ジオグリッドを平坦に施工できないよう

な不陸が発生している仮置場においては、天端部における滞

水の完全な解消には至らなかった。 

 今後は、施工効果の長期的な確認のほか、ジオグリッドの

横方向に荷重をかける方法、または芯材を二軸に配したジオ

グリッドによる施工を行う方法を用いた、滞水の完全な解消

方法についても、引き続き検討する必要があると考えられる。 

アスファルト

舗装面の線量

低減化技術 

株式会社大林組 

（東京都） 

高分子ポリマー剤を希釈した液体であるポリイオン

水*2を洗浄水として、高圧・高温の条件の下、円盤型

の洗浄機を用いて除染を行い、同時に洗浄廃水を吸引

車で吸引回収する技術 

 今回の試験結果から、既存技術では十分な線量低減効果が

得られなかった当該実施場所において、実証技術であるポリ

イオン水を用いた高圧水洗浄（40～50MPa、70～80℃）によっ

て、さらに約 15％の表面線量率の低減効果が得られた。また、

その効果は高い噴射圧力と高い水温によるものと推察され

た。なお、当該実施場所における放射性セシウムは深部まで

達していることも確認された。 

*1：ポリエチレンの格子状ネットにアラミド繊維を挿入した製品 

*2：アニオン系ポリアクリルアミドの合成高分子凝集剤の水溶液 
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１ 目的 

  仮置場における頂部不陸による雨水たまりの発生や、これに伴う上部シートの破れ等の

状況を踏まえ、効果的な不陸対処方法を検討する。 

 

２ 実証事業者 

  岩野物産株式会社（東京都） 

 

３ 実証技術 

既存の仮置場上部シート上に一軸延伸タイプのジオグリッド 1)を下地として機能させ、

その上に通気性防水シート等を敷設する技術。 

 

４ 技術の概要 

（１）施工方法 

既存の仮置場上部シート上に一軸延伸タイプのジオグリッドを敷設し、加えてその上

部にシート（以下「上部シート」とする。）を敷設する。ジオグリッドの敷設は、図１に

示すジオグリッドの横・縦方向が、仮置場天端部長辺方向（以下「長辺方向」とする。）

に横方向、仮置場天端部短辺方向（以下「短辺方向」とする。）に縦方向となるよう行う。 

（作業フロー） 

  ・工場加工 

ｼﾞｵｸﾞﾘｯﾄﾞ広幅加工・吊り下げ荷重作成→上部ｼｰﾄ広幅加工 

（人力）       （熱融着装置、人力） 

・現場施工 

現況の不陸状況計測 → ｼﾞｵｸﾞﾘｯﾄﾞ敷設 → 上部ｼｰﾄ押え遮へい土のうの移動 

（人力）    （ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ、人力）      （ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ） 

→ 上部ｼｰﾄの敷設 → 上部ｼｰﾄ押え遮へい土のうの再設置 → 上部ｼｰﾄ接合部検査 

（ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ、人力）      （ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ）         （人力） 

 

 

 

図１ ジオグリッド（一軸延伸タイプ）の外観及び模式図 

（前田工繊総合カタログより抜粋） 

 

                                                   

1) ポリエチレンの格子状ネットにアラミド繊維を挿入した製品。図１参照。 
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使用するジオグリッドについては、一軸延伸タイプと二軸延伸タイプの２種類がある

うち、それぞれの性能等を表１のとおり比較を行い、強度が大きく、伸びが小さいことで

不陸発生の軽減効果がより期待できることから、一軸延伸タイプのジオグリッドを使用

した。 

また、使用する上部シートについては、保管物の性状や仮置場の形状も考慮し、通気性

防水シートに加えて遮水シート(ポリ塩化ビニルシート、t=1.0mm)の２種類を使用した。 

 

表１ 一軸延伸タイプと二軸延伸タイプのジオグリッドの性能等比較表 

項目 一軸延伸タイプ 二軸延伸タイプ 

強度特性 

強度 ○  

伸び ○  

剛性  ○ 

施工性  ○ 

経済性 ○  

総合 ○  

※比較の結果、より優れている方を「〇」としている。 

 

（２）施工効果 

敷設したジオグリッドの機能により、上部シートに載荷重（今回の場合、滞水、積雪）

がかかった場合でも荷重が分散される。また、ジオグリッドよりも上部シートの方が伸

びが大きいことから、上部を完全なフラットな状態にすることは難しいものの、なだら

かな沈下の発生に留まり、陥没状の沈下の発生を防止することができる。この結果、上部

シートの損傷を防止することが見込まれる。 

なお、ジオグリッドに対する吊り下げ荷重によるテンションにより、降雨や降雪によ

る滞水が原因で発生した沈下は、滞水が無くなることで、施工直後の状態に復元するこ

とが見込まれる。 

 

５ 対象 

  仮置場天端部において、滞水した不陸が発生している仮置場 

 

６ 実証試験の概要 

（１）実施日 

  ア 工場施工 

    平成 29年１月６日（金）～１月７日（土） 

   ・ジオグリッド広幅加工と吊り下げ荷重（土のう）作成 

   ・上部シート（通気性防水シート及び遮水シート）の広幅加工 
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イ 現場施工 

    平成 29年１月 10 日（火）～１月 12日（木） 

   ・施工前の不陸状況計測 

   ・ジオグリッド敷設等 

   ・上部シート（通気性防水シート及び遮水シート）敷設等 

  ウ 経過観察 

    平成 29年２月４日（土）及び２月 25日（土） 

   ・施工後の不陸状況計測 

 

（２）実施場所 

福島県県南地区の仮置場（表２及び図２のとおり） 

 

表２ 実施場所の基本情報 

実施場所の面積 
約 420ｍ2（天端部） 

長辺部：約 32ｍ、短辺部：約 13ｍの矩形 

保管物の保管開始年月 平成 28年３月 

地盤改良の実施状況 無 

保管物の種類 除去土壌、除染廃棄物（可燃性） 

保管物の積み方 
１段目、２段目：除去土壌 
３段目：除去土壌、除染廃棄物（可燃性） 

上部シートの種類 通気性防水シート 

上部シートの修復 無 

保管容器の種類 フレキシブルコンテナ 

ガスの発生状況 無 

不陸の発生原因 
・除染廃棄物（可燃性）の腐敗 
・上段保管物の荷重による圧密沈下 

 

 

図２ 実施場所の展開図 
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（３）実施方法 

  ア 工場施工 

（ア）ジオグリッド広幅加工と吊り下げ荷重(土のう)作成 

ジオグリッドをインシュロックを用いて広幅に加工した。また、土のう袋に山砂 

を約 15kg充填し、ジオグリッドに吊り下げる荷重を作成した。 

 

（イ）上部シートの広幅加工 

上部シートとする通気性防水シート及び遮水シートを熱溶着により広幅に加工し

た。また、通気性防水シートと遮水シートを現場で熱溶着できるよう、接合部材を加

工した。 

 

イ 現場施工 

（ア）施工前の不陸状況計測 

実施場所の実証試験施工前の滞水した不陸の発生状況を把握するため、不陸発生

箇所の最大深さ、長辺方向の幅の長さ及び短辺方向の幅の長さの測定を行った。 

 

（イ）ジオグリッド敷設等 

    ａ ジオグリッド敷設 

広幅加工したジオグリッドを仮置場天端部で展張し、ジオグリッドの縦方向が 

短辺方向と平行になるように敷設し、加工品同士をインシュロックで接合した。 

ｂ 吊り下げ荷重の設置 

ジオグリッド敷設後、長辺方向に垂らした部分に２袋（30kg）/ｍの吊り下げ荷

重をインシュロックにより設置後、両側で垂下し、ジオグリッドにテンションがか

かるようにした。 

ｃ ジオグリッド敷設効果の確認 

      吊り下げ荷重によるジオグリッドの機能が発揮されているか、ジオグリッド下

部が空洞となっている部分に荷重をかけ、確認を行った。 

 

（ウ）上部シート敷設等 

ａ 上部シート押え遮へい土のうの移動 

      上部シート敷設前に、上部シートの押えに使用する、仮置場に設置されている

既存の遮へい土のうの２段目をラフタークレーンで移動した。 

ｂ 上部シート敷設 

      広幅加工した通気性防水シート及び遮水シートを天端部の北部側より展張し、

側壁部に垂らした後、両シート同士を熱融着により接合した。 

ｃ 上部シート押え遮へい土のうの再設置 

      側壁部に垂らした上部シートの上に、移動させておいた遮へい土のうを再設置

し、上部シートを固定した。 
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ｄ 上部シート接合部検査 

  上部シートの現場接合部について、通気性防水シートはドライバーを用いた接

合部検査を、遮水シートは加圧方式による接合部検査をそれぞれ行った。 

 

ウ 経過観察 

    目視で確認された滞水した不陸について、仮置場天端部における基準点からの位置

を測定した。また、最も深い地点を探し、深さ、長辺方向の幅の長さ及び短辺方向の幅

の長さの測定を行った。 

 

（４）評価方法 

ア 施工効果 

・実証技術による不陸発生状況の変化について、施工前と施工後それぞれで、発生位置

の変化及び深さを測定し、比較を行う。 

・実証技術による陥没状の沈下の防止効果及びその効果による上部シートの損傷の防

止について、本実証試験で使用するジオグリッドの品質管理上、許容できる沈下深さ

（以下「許容沈下深さ」とする。）を以下の方法を用いて算出し、許容沈下深さと現

場で測定した実測の滞水した不陸の深さとを比較し、評価を行う。 

・なお当初は、長辺方向での影響がより大きいと考え、横方向でのみとしていたが、実

施場所においては短辺方向（ジオグリッド縦方向）と平行に発生した不陸が多く存在

したことから、経過観察時より、縦方向も追加した。 

（許容沈下深さの算出方法） 

許容沈下深さは、表３に示す横・縦方向それぞれの品質管理伸び率において示され

る、以下の関係式を用いて算出する。 

※関係式 

長辺方向（ジオグリッド横方向）許容沈下深さの関係式 H1＝0.242×B1・・・① 

（B1：現地で測定した滞水した不陸の長辺方向の幅、H1:許容沈下深さ） 

短辺方向（ジオグリッド縦方向）許容沈下深さの関係式 H2＝0.131×B2・・・② 

（B2：現地で測定した滞水した不陸の短辺方向の幅、H2:許容沈下深さ） 

 

表３ 本実証試験で使用したジオグリッドの製品の規格と特性 

方向 材質 品質管理伸び率 備考 

横方向 高密度ポリエチレン 15％ 
樹脂特性に基づく伸び率を

適用 

縦方向  アラミド繊維 4.5％ 
製品の品質管理伸び率を適

用 
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イ 作業コスト  

実証技術の作業コストについて評価を行うため、上部シート撤去及び張替による補

修の費用や不陸部分の滞水をポンプで定期的に排水する場合の費用等と比較を行う。 

ウ 廃棄物 

実証技術の施工箇所を撤去する際に発生する資材等の廃棄物について、リサイクル    

  可能なものであるか、また一般的な処理が可能か等について評価を行う。 

 

７ 実施工程 

  今回実施した実証試験の工程表を表４に示す。 

 

表４ 工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 程 

工 種 

１日目 ２日目 ３日目 ４日目 ５日目 

３週間目 

及び 

６週間目 

AM PM AM PM AM PM AM PM AM PM AM PM 

ア 工場加工             

（ア）ｼﾞｵｸﾞﾘｯﾄﾞ広幅加工と吊り下げ荷重作成             

（イ）上部ｼｰﾄの広幅加工             

イ 現場施工             

（ア）施工前の不陸状況計測             

（イ）ｼﾞｵｸﾞﾘｯﾄﾞ敷設等             

（ウ）上部ｼｰﾄ敷設等             

ウ 経過観察             

施工後の不陸状況計測             
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８ 実証試験の結果 

（１）施工効果 

  ア 実証技術による不陸発生状況の変化 

  （ア）発生位置の変化 

実施場所の不陸の発生状況について、施工前と施工後（施工１日後及び経過観察 

時）の滞水した不陸の発生位置を測定した。発生位置の模式図を図３に示す。実施場

所では、施工完了直後より降雪及び雪解けがあり、施工１日後から上部シートに滞水

した状況が確認された。 

施工１日後では、発生位置は施工前に発生していた位置の近くであったものの、滞

水した不陸の発生数は施工前と比較して減少していた。施工３週後では、不陸の発生

数が増加し、施工前と同程度であることが確認された。施工６週後では、施工３週後

とほぼ同程度の不陸の発生数が確認されたが、一部の小さな滞水した不陸（不陸 F、

I及び N）が乾燥により消失しているのが確認された。 

施工前の不陸の形・位置で比較すると、短辺方向（ジオグリッド縦方向）に対して

並行に位置する U 字状の不陸の近くで発生が多く、ジオグリッド縦方向に対して直

交する不陸の直上では発生が少ない傾向にあった。これは一軸延伸タイプのジオグ

リッドは横方向の剛性が低く、伸びが縦方向より大きいことが一因している可能性

が考えられた。 

 

   

施工前 施工１日後(2017.1.13) 

  

経過観察時（施工３週後、2017.2.4) 経過観察時（施工６週後、2017.2.25) 

図３ 施工前と施工後の滞水した不陸発生位置の模式図 
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  （イ）深さの変化 

     実施場所の不陸の発生状況について、施工前と施工後（施工１日後及び経過観察

時）の滞水した不陸の最大深さを測定した。測定結果を表５に示す。施工完了直後

から経過観察期間中に降雨及び降雪があったため、その影響により滞水した不陸の

発生状況が見られた。 

施工前と施工後の発生位置は全く同じではないため、単純な比較とはならない

が、施工１日後及び経過観察時に測定した深さは、施工前と比較して減少が見ら

れ、上部シートに対するジオグリッドの機能が確認された。また、施工３週後と施

工６週後に測定した深さを比較すると、施工３週後で深い傾向にあった。これは、

図４に示すように、施工３週後までの降雨及び降雪が多く、滞水が発生しやすい状

況であったためと考えられる。また、施工６週後に不陸の深さが減少しており、今

後、晴天が続く等により、仮置場天端部における滞水が解消されることが期待され

るため、経過観察が引き続き必要であると考えられる。 

 

表５ 施工前と施工後の滞水した不陸の最大深さの測定結果 

施工前 

不陸 No 

施工後 

不陸 No 

不陸深さ[cm] 

施工前 施工１日後 施工３週後 施工６週後 

a A 34 8.5 23 23 

b G 29 - 16 14.5 

c B 45 10 23 23 

d E 43 15 23 22 

ｅ D 32 13 15 9.5 

f K 27 - 12 7.5 

 

 

図４ 施工完了後から経過観察時（施工６週後）までの実施場所付近の 

気象庁気象観測所（白河観測所）における日降水量及び日降雪量 

0

5

10

15

20

25

30

35

40
日降水量(mm)

日降雪量(cm)

施
工
３
週
後

施
工
６
週
後



 

14 

 

イ 実証技術による施工効果の評価 

   実施場所の不陸の発生状況について、施工１日後及び経過観察時の滞水した不陸の短

辺方向及び長辺方向の幅の長さを測定し、「６（４）ア 施工効果」における①、②式

を用いて、許容沈下深さを算出した。算出した許容沈下深さは、実測の不陸深さと大小

を比較した。 

なお、評価の判定は、以下のとおりとした。 

・「○」：実測の不陸深さが許容沈下深さ未満である場合 

・「△」：実測の不陸深さが許容沈下深さを超えているものの、施工前から発生してい

た不陸の形状や大きさを勘案し、シート破損の危険性が低い場合 

・「×」：実測の不陸深さが許容沈下深さを超えている場合であって、施工前から発生

した不陸の形状や大きさを勘案してもシート破損の危険性がある場合 

・「滞水消失」：経過観察時に滞水した不陸が消失した場合 

 

（ア）長辺方向（ジオグリッド横方向）における評価 

    施工完了直後、施工１日後及び経過観察時（施工３週後及び施工６週後）の長辺方

向の幅の長さと許容沈下深さを表 6-1～表 6-4に示す。なお、表 6-2～表 6-4中のアル

ファベットに数値を付記している不陸は、図５に示すように形状が複雑となっており、

複数点で測定を実施した不陸、または最大深さの位置が経過観察中に変化した不陸で

ある。 

評価の結果、実測の不陸深さは経過観察時の不陸 B について「△」の判定としたほ

かは、すべて「○」の判定であった。経過観察時の不陸 Bについて、「△」の判定とし

たのは、不陸 B は施工前の不陸で最も深さが大きかった不陸ｃの上部に位置し、かつ

ジオグリッドの荷重方向（短辺方向）に連続しており、ジオグリッド自身が設置時にお

いて、既に U 字状態となっていた可能性が高いものと推察されたためである。ジオグ

リッド自身が設置時に既に U 字状態であった場合、ジオグリッド自体の伸びは品質管

理伸び率（15％）に至っておらず、許容沈下深さを超えてもジオグリッドやシートの損

傷には至らないと考えられる。しかしながら、敷設しているジオグリッドの状態やシ

ートの状況については、今後も引き続き経過観察を実施する必要がある。 

なお、許容沈下深さに対する実測の不陸深さの割合は、滞水した不陸が最も多く観察

された施工３週後で平均 62％、最小～最大で 27～113％であり、短辺方向と比較して

長辺方向において、許容沈下深さに対する割合が高かった。この結果は、ジオグリッド

に掛ける荷重が短辺方向であったため、施工前に短辺方向に U 字状態に発生していた

不陸部分（例えば、不陸 B及び H）では、ジオグリッド自身も設置時に U字状態になっ

ている可能性が高いものと推察される。 
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表 6-1 施工完了直後の長辺方向の幅の長さと許容沈下深さ 

不陸 No 

不陸の大きさ 許容沈下深さ 

[cm]  

(b) 

a/b×100 

(％) 
判定 幅の長さ 

[cm] 

深さ[cm]  

(a) 

A 125 7.0 30.3 23  ◯ 

B 40 7.0 9.7 72  ◯ 

C 95 8.0 23.0 35  ◯ 

D 70 9.5 16.9 56  ◯ 

E 72 13 17.4 75  ◯ 

F 50 6.5 12.1 54  ◯ 

 

表 6-2 施工１日後の長辺方向の幅の長さと許容沈下深さ 

不陸 No 

不陸の大きさ 許容沈下深さ 

[cm] 

(b) 

a/b×100 

［％］ 
判定 幅の長さ 

[cm] 

深さ[cm]  

(a) 

A 148 8.5 35.8 24  ◯ 

B 45 10 10.9 92  ◯ 

C 120 15 29.0 52  ◯ 

D 88 13 21.3 61  ◯ 

E-1 80 15 19.4 77  ◯ 

E-2 130 15 31.5 48  ◯ 

F 52 6.5 12.6 52  ◯ 
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表 6-3 経過観察時（施工３週後）の長辺方向の幅の長さと許容沈下深さ 

不陸 No 

不陸の大きさ 許容沈下深さ 

[cm]  

(b) 

a/b×100 

［％］ 
判定 幅の長さ 

[cm] 

深さ[cm] 

(a) 

A-1 250 23 60.5 38  ◯ 

A-2 250 20 60.5 33  ◯ 

B 84 23 20.3 113  △ 

C-1 167 29.5 40.4 73  ◯ 

C-2 167 25.5 40.4 63  ◯ 

C-3 167 11 40.4 27  ◯ 

D 95 14 23.0 61  ◯ 

E-1 227 23 54.9 42  ◯ 

E-2 180 18 43.6 41  ◯ 

F 33 4.0 8.0 50  ◯ 

G 73 16 17.7 90  ◯ 

H 70 15 16.9 89  ◯ 

I 50 5.5 12.1 45  ◯ 

J 82 16 19.8 81  ◯ 

K 56 12 13.6 88  ◯ 

L 42 8.0 10.2 78  ◯ 

M 52 6.0 12.6 48  ◯ 

N 55 6.5 13.3 49  ◯ 

平均値 117  15.3  28.2  62 － 

最小値 33 4.0  8.0  27  － 

最大値 250 29.5 60.5 113  － 
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表 6-4 経過観察時（施工６週後）の長辺方向の幅の長さと許容沈下深さ 

不陸 No 

不陸の大きさ 許容沈下深さ 

[cm]  

(b) 

a/b×100 

［％］ 
判定 幅の長さ 

[cm] 

深さ[cm] 

(a) 

A-1 240 23 58.1  40  ◯ 

A-2 240 20 58.1  34  ◯ 

B 78 23 18.9  122  △ 

C-1 160 29 38.7  75  ◯ 

C-2 160 24.5 38.7  63  ◯ 

C-3 150 10.5 36.3  29  ◯ 

D 54 9.5 13.1  73  ◯ 

D-2 45 10 10.9  92  ◯ 

E-1 210 22 50.8  43  ◯ 

E-2 175 18.5 42.4  44  ◯ 

F - - - - 滞水消失 

G 64 14.5 15.5  94  ◯ 

H 47 9.5 11.4  83  ◯ 

H-2 59 10 14.3  70  ◯ 

I - - - - 滞水消失 

J 80 16.5 19.4  85  ◯ 

K 36 7.5 8.7  86  ◯ 

L 38 6.0 9.2  65  ◯ 

M 30 3.0 7.3  41  ◯ 

N - - - - 滞水消失 

平均値 110  15.1  26.6  67  － 

最小値 30 3.0  7.3  29  － 

最大値 240 29 58.1  122  － 

 

 

図５ 不陸 Cの短辺方向の幅の長さの測定位置のイメージ 
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（イ）短辺方向（ジオグリッド縦方向）における評価 

    経過観察時の短辺方向の幅の長さと許容沈下深さを表 7-1～表 7-2に示す。 

評価の結果、実測の不陸深さは全て「○」の判定とした。また、許容沈下深さに対す

る実測の不陸深さの割合は、滞水した不陸が最も多く観察された施工３週後であって

も平均 46％、最小～最大で 21～75％であった。 

 

表 7-1 経過観察時（施工３週後）の短辺方向の幅の長さと許容沈下深さ 

不陸 No 

不陸の大きさ 許容沈下深さ 

[cm]  

(b) 

a/b×100 

［％］ 
判定 幅の長さ

[cm] 

深さ[cm]  

(a) 

A-1 305 23 40.0 58 ◯ 

A-2 243 20 31.8 63 ◯ 

B 550 23 72.1 32 ◯ 

C-1 445 29.5 58.3 51 ◯ 

C-2 261 25.5 34.2 75 ◯ 

C-3 157 11 20.6 53 ◯ 

D 205 14 26.9 52 ◯ 

E-1 310 23 40.6 57 ◯ 

E-2 310 18 40.6 44 ◯ 

F 140 4.0 18.3 22 ◯ 

G 215 16 28.2 57 ◯ 

H 380 15 49.8 30 ◯ 

I 195 5.5 25.5 22 ◯ 

J 215 16 28.2 57 ◯ 

K 175 12 22.9 52 ◯ 

L 297 8.0 38.9 21 ◯ 

M 134 6.0 17.6 34 ◯ 

N 125 6.5 16.4 40 ◯ 

平均値 259  15.3  33.9 46 － 

最小値 125 4.0  16.4 21 － 

最大値 550 29.5  72.1 75 － 
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表 7-2 経過観察時（施工６週後）の短辺方向の幅の長さと許容沈下深さ 

不陸 No 

不陸の大きさ 許容沈下深さ 

[cm]  

(b) 

a/b×100 

［％］ 
判定 幅の長さ 

[cm] 

深さ[cm] 

(a) 

A-1 285 23 37.3  62  ◯ 

A-2 250 20 32.8  61  ◯ 

B 550 23 72.1  32  ◯ 

C-1 443 29 58.0  50  ◯ 

C-2 255 24.5 33.4  73  ◯ 

C-3 151 10.5 19.8  53  ◯ 

D 170 9.5 22.3  43  ◯ 

D-2 170 10 22.3  45  ◯ 

E-1 320 22 41.9  53  ◯ 

E-2 320 18.5 41.9  44  ◯ 

F - - - - 滞水消失 

G 200 14.5 26.2  55  ◯ 

H 300 9.5 39.3  24  ◯ 

H-2 300 10 39.3  25  ◯ 

I - - - - 滞水消失 

J 216 16.5 28.3  58  ◯ 

K 150 7.5 19.7  38  ◯ 

L 255 6.0 33.4  18  ◯ 

M 90 3.0 11.8  25  ◯ 

N - - - - 滞水消失 

平均値 260  15.1  34.1  45  － 

最小値 90 3.0  11.8  18  － 

最大値 550 29  72.1  73  － 

 

（２）作業コスト 

今回の実証技術に要した費用と既存技術で要する費用を比較した結果を表８に示す。

既存技術はシート撤去及び張替による補修（上部シートを撤去後、土のうを積み直して

再度上部シートを敷設）と、不陸部分の滞水の排水を月１回×５年間実施した場合を既

存技術の参考として整理した。なお、比較は、各項目について、シート撤去及び張替によ

る補修にかかる費用を 1.0 とした場合の相対比で評価した。 

比較の結果、シート撤去及び張替による補修で要する費用が実証技術に比べ、コスト

高となる結果となった。これは、シート撤去及び張替による補修に比べ、実証技術では、

ジオグリッドやジオグリッドに取り付ける土のうの材料費が追加的にかかるが、それ以

上に、シート撤去及び張替による補修では、土のうの積み直し作業や新たに敷設する上

部シートの設置作業等の工程が増えるためである。 
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表８ 実証技術と既存技術の費用の比較結果 (仮置場天端部面積 420ｍ2) 

内訳 

実証技術 【参考】既存技術 

ジオグリッド 

敷設 

(耐用年数５年) 

シート撤去及び 

張替による補修 

(耐用年数５年) 

滞水の排水 

（１回/月×12回×５年） 

バケツ 

（人力） 
ポンプ排水 

資材費* 0.9 1.0 0.003 0.03 

工事費（人件費）* 0.6 1.0 0.5 0.1 

直接経費計* 0.7 1.0 0.3 0.1 

*：シート撤去及び張替による補修にかかる費用を 1.0 としている。 

 

（３）廃棄物 

本実証試験で使用したジオグリッドは、盛土・地盤補強等にリサイクル可能であり、ま

た、廃棄する場合には、産業廃棄物として処分可能である。 

 

（４）まとめ 

今回の実証試験の結果を踏まえ、実証技術と既存技術について、施工効果や課題等を比

較、整理した結果を表９に示す。 
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表９ 実証技術と既存技術の施工効果・課題等の比較・整理結果 

 
実証技術 既存技術（参考例） 

技術名 
ジオグリッド敷設 

(耐用年数５年) 

シート撤去及び張替 

による補修 

(耐用年数５年) 

滞水の排水 

技術の概要 

既存の仮置場上部シー

ト上に一軸延伸タイプ

のジオグリッドを下地

として機能させ、その上

に通気性防水シート等

を敷設する 

既存の仮置場上部シー

トを剥がし、容器の詰

め替え、保管物の配置

換え、間詰め等を行っ

た後に遮水シート等を

張り直す 

仮置場上部の雨水等

による滞水部を確認

し、滞水をポンプ等

で排水する 

施工効果 

上部シートに載荷重（滞

水又は積雪）がかかった

場合でも荷重を分散し、

その結果上部シートの

損傷を防止する 

積み直しにより、上部

シート上に発生した凹

凸面を解消し、その結

果上部シートの損傷や

雨水等の滞水を防止す

る 

仮置場上部の雨水等

による滞水を解消

し、その結果上部シ

ートの損傷を防止す

る 

課題 

ジオグリッドの横方向

（幅方向）の剛性が低

く、伸びが縦方向より大

きいことから、ジオグリ

ッドを平坦に敷設でき

ないような大きな凹凸

のある仮置場に対して

は、上部シート上の不陸

の完全な解消には至ら

ない 

積み直し後の圧密沈下

や可燃性廃棄物の時間

変化に伴う減容化等に

よって、施工後新たに

発生する不陸に対して

は効果が無い 

降雨や降雪があるた

び、雨水等による滞

水が発生するため、

作業頻度が多くな

り、また上部シート

に応力負荷がかかり

続け、上部シートが

破断する可能性があ

る（特に冬季の積雪

時や豪雨時） 

使用に適する

条件等 

上部シート上にジオグ

リッドの荷重をかける

方向と平行して大きな

不陸がない仮置場 

不燃物のみの仮置場

等、施工後の保管物の

形状変化が起こりにく

い仮置場 

仮置場上部の雨水等

による滞水部が少な

い仮置場 

 

９ 評価等  

今回の試験結果から、実施した経過観察の範囲では、敷設したジオグリッドの機能によ

る上部シートの損傷の防止対策について、一定の効果があると判断された。一方で、今回

の実施場所のように、ジオグリッドを平坦に施工できないような不陸が発生している仮置

場においては、天端部における滞水の完全な解消には至らなかった。 

  今後は、施工効果の長期的な確認のほか、ジオグリッドの横方向に荷重をかける方法、

または芯材を二軸に配したジオグリッドによる施工を行う方法を用いた、滞水の完全な解

消方法についても、引き続き検討することが必要と考えられる。 
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【参考】作業等写真 

  

写真１ ジオグリッド表面の様子 写真２ ジオグリッド敷設後の様子 

  

写真３ 不陸発生状況確認の様子 写真４ 不陸発生状況確認の様子 
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１ 目的 

  既存の除染手法では、十分な線量低減化が達成できなかったアスファルト舗装面の汚染状況

を踏まえ、効果的な線量低減化技術を検討する。 

 

２ 実証事業者 

株式会社大林組（東京都） 

 

３ 実証技術 

次の実証技術及び代表的な既存技術を試験した。 

・実証技術：ポリイオン水1)を用いた高圧水洗浄（40～50MPa、70～80℃） 

・既存技術：水を用いた高圧水洗浄（15MPa、常温） 

 

４ 技術の概要 

・実証技術：ポリイオン水を用いた高圧水洗浄（40～50MPa、70～80℃） 

（作業フロー） 

高圧水洗浄(40～50MPa) → 洗浄廃水回収 → 排水処理施設へ輸送 

（円盤型洗浄機）        （吸引車）      （吸引車） 

 

  実証技術は「イーコン・ポリイオン工法」と呼ばれる工法であり、高分子ポリマー剤を希釈

した液体であるポリイオン水を洗浄水として、高圧・高温の条件の下、円盤型の洗浄機を用い

て除染を行い、同時に洗浄廃水を吸引車で吸引回収する技術である。 

本工法における実施のイメージを図１に示す。 

 

図１ 「イーコン・ポリイオン工法」における実施のイメージ 

 

・既存技術：水を用いた高圧水洗浄（15MPa、常温） 

（作業フロー） 

高圧水洗浄(15MPa) → 洗浄廃水回収 → 排水処理施設へ輸送 

（円盤型洗浄機）     （吸引装置）     （吸引装置） 

                                                   
1) アニオン系ポリアクリルアミドの合成高分子凝集剤の水溶液。 
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５ 対象 

  透水性アスファルト舗装面 

 

６ 実証試験の概要 

（１）実施日 

   平成 29年１月 30日（月） 試験区画測量、事前線量測定 

   平成 29年１月 31日（火） 実証試験（１回目）及び事後線量測定 

   平成 29年２月 １日（水）  実証試験（２回目）、事後線量測定及び深度分布調査試料採取 

 

（２）実施場所 

 福島県県中地区の公共の歩道（図２のとおり） 

 

 

図２ 実施場所のイメージ 

 

（３）実施方法 

ア 事前作業等 

（ア）試験区画分け 

実証試験は、実証技術の効果について、既存技術と実証技術の設定作業条件を変更し

た場合それぞれと比較検証するため、実施場所を７つの試験区画に分けた。既存技術と

実証技術の設定作業条件を表１に、実施場所の試験区画を図３に示す。 

 

 

 

 

 

車道 歩道 

歩道 

実施場所 

44ｍ 
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表１ 既存技術と実証技術の設定作業条件 

試験 

区画 
実施技術 噴射圧力 噴射流量 水温 使用水 作業回数 

A 既存技術 
15MPa 

約 15L/分 

常温 

水道水 １回 

B 

実証技術 

(比較用) 

約 13.4L/分 

水道水 

＋ 

ポリイオン水 

２回 

C 
40～50MPa 約 24.5L/分 

D 50℃ 

E 15MPa 約 13.4L/分 

70～80℃ F 30MPa 約 19L/分 

G 実証技術 40～50MPa 約 24.5L/分 

 

 

図３ 実施場所の試験区画 

 

（イ）作業前測定 

各試験区画で図４に示す９点と放射性セシウム深度分布調査地点１点の計 10 点を選

定し、実証試験前の空間線量率（地上１ｍ）、表面線量率（地上１cm、鉛遮へい無し・有

り）及び表面汚染密度（地上１cm、アクリル板無し・有り）を測定した（ただし、試験

区画 E については、測定点９点のうち１点を放射性セシウム深度分布調査地点として選

定したため、測定点は９点）。 

 

図４ 測定位置図 
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イ 実証試験 

（ア）除染方法 

実証技術で使用する円盤型洗浄機の洗浄幅は 70cm であるのに対し、実施場所の道路

幅２ｍを除染することから、除染面を 10cm 程度オーバーラップさせて除染を行った。

また、既存技術で使用する円盤型洗浄機は、洗浄幅が 45cm であることから、実証技術

と同様に除染面を 10cm 程度オーバーラップさせて除染を行った。各円盤型洗浄機を用

いた場合の道路幅除染のイメージを図５に示す。なお除染作業は、図６に示す進行方向

で実施した。 

 

図５ 円盤型洗浄機による道路幅除染イメージ 

 

 

図６ 除染作業進行方向 

 

（イ）作業条件の測定 

試験区画ごとに噴射圧力、噴射流量（計算値）、水温、作業時間を測定し記録した。 

 

（ウ）作業１回目 

「６（３）イ（ア）除染方法」に従い、試験区画 A については既存技術、試験区画 G

については実証技術、試験区画 B～Fについては実証技術の噴射圧力、噴射流量、水温を

変更した条件で実施した。各作業条件を表２に示す。なお、噴射圧力、噴射流量は設定

値、水温、作業時間は計測値である。 

既存技術 実証技術 
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表２ 各試験区画の実際の作業条件（作業１回目） 

試験 

区画 
実施技術 噴射圧力 噴射流量 水温 使用水 作業時間 

A 既存技術 
15MPa 

16.7L/分 15℃ 水道水 ６分 52秒 

B 

実証技術 
(比較用) 

7.4L/分 23℃ 

水道水 
＋ 

ポリイオン水 

３分 25秒 

C 
45MPa 13.6L/分 

23℃ ４分 20秒 

D 55℃ ３分 30秒 

E 15MPa 7.4L/分 

80℃ 

４分 20秒 

F 30MPa 10.6L/分 ４分 30秒 

G 実証技術 45MPa 13.6L/分 ４分 40秒 

   

（エ）作業１回目後測定 

「６（３）ア（イ）作業前測定」と同様に、空間線量率（地上１ｍ）、表面線量率（地

上１cm、鉛遮へい無し・有り）、表面汚染密度（地上１cm、アクリル板無し・有り）を

測定した。 

 

（オ）作業２回目 

本実証試験では、除染回数による除染効果を確認するため、作業１回目後、表面が乾

いてから「６（３）イ（ア）除染方法」に従い、試験区画 G については実証技術、試験

区画 B～Fについては実証技術の噴射圧力、噴射流量、水温を変更した条件で作業２回目

を実施した。各作業条件を表３に示す。なお、噴射圧力、噴射流量は設定値、水温、作

業時間は計測値である。 

 

表３ 各試験区画の実際の作業条件（作業２回目） 

試験 

区画 
実施技術 噴射圧力 噴射流量 水温 使用水 作業時間 

B 

実証技術 

(比較用) 

15MPa 7.4L/分 15.5℃ 

水道水 
＋ 

ポリイオン水 

３分 17秒 

C 
45MPa 13.6L/分 

16.3℃ ４分 10秒 

D 50℃ ３分 42秒 

E 15MPa 7.4L/分 
80℃ 

４分 20秒 

F 30MPa 10.6L/分 ４分 15秒 

G 実証技術 45MPa 13.6L/分 78℃ ４分 23秒 

 

（カ）作業２回目後測定 

「６（３）ア（イ）作業前測定」と同様に、空間線量率（地上１ｍ）、表面線量率（地

上１cm、鉛遮へい無し・有り）、表面汚染密度（地上１cm、アクリル板無し・有り）を

測定した。 
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ウ 事後作業等 

（ア）放射性セシウム深度分布調査 

放射性セシウムが、透水性アスファルト舗装面内部の下部方向にどの程度浸透してい

るのかを把握するため、作業後の各試験区画から１箇所、また対照点として試験を実施

していない１箇所から深度分布調査試料の採取を行った。図７に示すとおり、φ100mm

コアドリルを用いたアスファルト柱状試料の採取とスコップ等を用いた再生クラッシ

ャラン（約５cmを２層）、遮断層用砂（約５cmを１層）の採取を行った。また採取した

アスファルト柱状試料は０～２cm 層、２cm 以深の２層以上に区分した。なお、採取し

た層別試料は、放射性セシウム濃度の測定を行った。 

 

図７ 透水性アスファルト舗装面内部の放射性セシウム深度分布調査方法 

 

（イ）原状回復 

試料採取後のコア抜き部は、簡易アスファルト補修材を用いて原状回復措置を講じた。 

 

エ 測定条件等 

本実証試験における空間線量率等の測定条件を表４に、放射性セシウム濃度の測定条件

を表５に示す。 

  

コアドリル 

放射性セシウム濃度 

の測定 

φ100mm ｺｱﾄﾞﾘﾙを用いて、 

ｱｽﾌｧﾙﾄ柱状試料を採取後、 

ｽｺｯﾌﾟ等を用いて、再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ

等下層試料を層別に採取。 

採取した深度分布調査試料を

層別に分別し、放射性ｾｼｳﾑ

濃度を測定。 

深度分布調査試料

の採取 

4cm 

10cm 

5cm 

透水性ｱｽﾌｧﾙﾄ 

再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ 

遮断層用砂 

10cm 

2cm 

5cm 

5cm 

2cm 
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表４ 空間線量率等の測定条件 

測定項目 測定機器 測定条件 測定地点数 

空間線量率 

（μSv/h） 

NaIシンチレーション

サーベイメータ（日立

アロカメディカル製

TCS-172B） 

地上 1ｍ 

時定数 10秒 

鉛遮へい体無し 
70地点 

（６区画×10地点） 

（１区画×９地点） 

（１対照地点×１地点） 

 

表面線量率 

（μSv/h） 

NaIシンチレーション

サーベイメータ（日立

アロカメディカル製

TCS-172B） 

地上 1cm 

時定数 10秒 

鉛遮へい体 

(鉛厚 1cm)使用 表面汚染密度 

（cpm） 

GMサーベイメータ（日

立アロカメディカル

製 TGS-146B） 

※測定は、10秒に１回ずつ、５回読み取り値の平均値を使用した。 

 

表５ 放射性セシウム濃度の測定条件 

測定項目 試料の種類 測定機器 測定試料数 

放射性 

セシウム濃度

（Bq/kg） 

[134Cs+137Cs] 

アスファルト 

再生クラッシャラン 

遮断層用砂 

Ge半導体検出器 

(セイコー・イージーアン

ドジー製 SEG-EMS（オルテ

ック製 Ge 半導体検出器

GEM20-70）） 

42試料 

放射性 

セシウム濃度 

（Bq/L） 

[134Cs+137Cs] 

排水処理施設の水 

（原水、処理水） 
４試料 

 

（４）評価方法 

ア 除染効果 

・実証試験前後の空間線量率（地上１ｍ）、表面線量率（地上１cm、鉛遮へい無し・有り）、

表面汚染密度（地上１cm、アクリル板無し・有り）の低減率（％）及び除染係数（DF）

を評価する。 

・透水性アスファルト舗装面内部の放射性セシウムの浸透状況（深度分布）を評価する。 

イ 洗浄廃水の発生量等 

実証試験で発生する洗浄廃水の量及び放射性セシウム濃度を確認する。 

ウ 作業時間及び作業コスト 

実証技術の作業スピード及び作業コストについて、作業に要する時間、作業員数等を確

認し、既存技術との比較を行う。 
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７ 実施工程 

今回実施した実証試験の工程表を表６に示す。 

 

表６ 工程表 

作業内容 
１月 30日 １月 31日 ２月１日 

AM PM AM PM AM PM 

ア 事前作業等       

（ア）試験区画分け       

（イ）作業前測定       

イ 実証試験       

（ウ）作業１回目       

（エ）作業１回目後測定       

（オ）作業２回目       
（カ）作業２回目後測定       

ウ 事後作業等       

（ア）放射性セシウム深度分布調査       
（イ）原状回復       

 

８ 実証試験の結果 

（１）除染効果 

ア 低減効果等 

   各試験区画において、実証試験作業前、作業１回目後、作業２回目後で測定した空間線

量率（地上１ｍ）、表面線量率（地上１cm、鉛遮へい無し・有り）及び表面汚染密度（地上

１cm、アクリル板無し・有り）の結果を表７～表９に示す。また、それぞれの低減率を図

８～図 10に示す。 

   既存技術による作業では、全ての測定項目で有意に線量は低下しなかったのに対して、

実証技術による作業１回目では、空間線量率、表面線量率（鉛遮へい無し・有り）及び表

面汚染密度（アクリル板無し）測定で有意に線量が低下し、例えば、それらの低減率は 7.4％

～15.2％であった。なお、実証技術による作業１回目と作業２回目の線量については、表

面汚染密度（アクリル板有り）を除き有意に線量は低下しなかった。 

実証技術における噴射圧力、水温を各３段階に変化させた試験区画 B～Gにおいて、噴射

圧力以外の作業条件が同じ試験区画 E、F及び Gの表面線量率（鉛遮へい無し・有り）の低

減率を比較すると、噴射圧力が高い試験区画で低減率が高い傾向にあった。また、噴射圧

力が 45MPaと最も高かった試験区画 C及び Dも試験区画 G、Fに次いで高い低減率であった

ことから、高い噴射圧力が実証技術の除染効果に関係していることが示唆された。 

一方、水温以外の作業条件が同じ試験区画 C、D及び Gの表面線量率（鉛遮へい無し・有

り）の低減率を比較した場合、水温の上昇と低減率の明確な関係は認められなかった。し

かし、水温が約 80℃である試験区画 F、Gでは高い低減率が確認できたため、80℃程度の高

い水温が除染効果と関係している可能性が示唆された。 

    以上の結果から、実証技術の既存技術よりも高い除染効果には、高い噴射圧力と高い水

温が関係していると考えられる。 
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表７ 空間線量率（地上１ｍ）測定結果 

試験 

区画 
実施技術 

線量率[μSv/h] 低減率[％] 除染係数 

作業前 

（a） 

作業 

１回目 

(b) 

作業 

２回目 

(c) 

作業 

１回目後 

(*1) 

作業 

２回目後 

（*2） 

作業 

１回目後 

(a/b) 

作業 

２回目後 

（a/c） 

A 既存技術 0.34 0.35 － -2.9  － 0.97  - 

B 

実証技術

(比較用) 

0.37 0.36  0.34†‡ 2.7  8.1 1.03  1.09  

C 0.36  0.34 0.33† 5.6  8.3 1.06  1.09  

D 0.37 0.36 0.35 2.7  5.4 1.03  1.06  

E 0.39 0.38 0.37 2.6  5.1 1.03  1.05  

F 0.41  0.39† 0.37† 4.9  9.8 1.05  1.11  

G 実証技術 0.39   0.36† 0.35† 7.7  10.3 1.08  1.11  

*1：（a-b）/a*100  *2：（a-c）/a*100 

†：作業前と比較して有意差有り（Tukey法, p<0.05） 

‡：作業１回目と作業２回目を比較して有意差有り（Tukey法, p<0.05） 

 

表８ 表面線量率（地上１cm、鉛遮へい無し・有り）測定結果 

試験 

区画 

実施 

技術 

鉛 

遮へい 

線量率[μSv/h] 低減率[％] 除染係数 

作業前 

（a） 

作業 

１回目 

(b) 

作業 

２回目 

(c) 

作業 

１回目後 

(*1) 

作業 

２回目後 

（*2） 

作業 

１回目後 

(a/b) 

作業 

２回目後 

（a/c） 

A 
既存 

技術 

無 0.67 0.67 － 0.0  － 1.00 － 

有 0.39 0.38 － 2.6  － 1.03 － 

B 

実証 

技術 

(比較用) 

無 0.59 0.57 0.56 3.4  5.1 1.04 1.05  

有 0.31 0.30 0.29 3.2  6.5 1.03 1.07  

C 
無 0.57 0.53  0.52† 7.0  8.8 1.08 1.10  

有 0.30 0.28  0.27† 6.7  10.0 1.07 1.11  

D 
無 0.64  0.59†  0.58† 7.8  9.4 1.08 1.10  

有 0.35  0.33†  0.31† 5.7  11.4 1.06 1.13  

E 
無 0.65 0.62 0.62 4.6  4.6 1.05 1.05  

有 0.33 0.32 0.32 3.0  3.0 1.03 1.03  

F 
無 0.68  0.62†  0.61† 8.8  10.3 1.10 1.11  

有 0.37 0.34 0.33 8.1  10.8 1.09 1.12  

G 
実証 

技術 

無 0.65  0.56†  0.54† 13.8  16.9 1.16 1.20  

有 0.33  0.28†  0.28† 15.2  15.2 1.18 1.18  

*1：（a-b）/a*100 *2：（a-c）/a*100 

†：作業前と比較して有意差有り（Tukey法, p<0.05） 
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表９ 表面汚染密度（地上１cm、アクリル板無し・有り）測定結果 

試験 

区画 
実施技術 アクリル板 

表面汚染密度[cpm] 低減率[％] 除染係数 

作業前 

（a） 

作業 

１回目 

(b) 

作業 

２回目 

(c) 

作業 

１回目後 

(*1) 

作業 

２回目後 

（*2） 

作業 

１回目後 

(a/b) 

作業 

２回目後 

（a/c） 

A 既存技術 
無 309 313 － -1.3  － 0.99  － 

有 217 216 － 0.5  － 1.00  － 

B 

実証技術 

（比較用） 

無 296 303 293 -2.4  1.0  0.98  1.01 

有 202 224 205 -10.9  -1.5  0.90  0.99 

C 
無 328  293†  276† 10.7  15.9  1.12  1.19 

有 203 205 188 -1.0  7.4  0.99  1.08 

D 
無 308  269†  270† 12.7  12.3  1.14  1.14 

有 205  194†  186† 5.4  9.3  1.06  1.10 

E 
無 326 322 322 1.2  1.2  1.01  1.01 

有 228 231 222 -1.3  2.6  0.99  1.03 

F 
無 324  294†  281† 9.3  13.3  1.10  1.15 

有 217  194†  192† 10.6  11.5  1.12  1.13 

G 実証技術 
無 323  299†  279† 7.4  13.6  1.08  1.16 

有 219 210  185†‡ 4.1  15.5  1.04  1.18 

*1：（a-b）/a*100   *2：（a-c）/a*100 

†：作業前と比較して有意差有り（Tukey法, p<0.05） 

‡：作業１回目と作業２回目を比較して有意差有り（Tukey法, p<0.05） 

 

 

図８ 空間線量率（地上１ｍ）の低減率 
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図９ 表面線量率（地上１cm、鉛遮へい無し・有り）の低減率 
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図 10 表面汚染密度（地上１cm、アクリル板無し・有り）の低減率 

  

イ 放射性セシウム深度分布調査 

試験区画 A～G 及び対照地点の深度別の放射性セシウム濃度の測定結果を表 10 に、放射

性セシウムの深度分布の測定結果を図 11に示す。 

透水性アスファルト舗装部材の放射性セシウム濃度は、アスファルト０～２cm 層で最も
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意な負の相関関係が認められた。その結果を表 11及び図 12に示す。 

以上の結果から、実証技術によりアスファルト０～２cm 層に存在する放射性セシウムが

除去され、線量が低下したものと考えられる。 
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表 10 深度別の放射性セシウム濃度の測定結果 

試験 

区画 
舗装部材 深度 

重量 

[kg-wet] 

放射性 

セシウム 

濃度 

[Bq/kg-wet] 

重量×濃度 

 [Bq] 

割合*2 

[％] 

A 

透水性アスファルト 
0～2cm 0.464 7,400 3,434 85.1  

2～4cm 0.464 500 232 5.8  

再生クラッシャラン 
4～10cm 0.787 410 323 8.0  

10～15cm 1.673 18 30 0.7  

遮断層用砂 15～17cm 0.676 24 16 0.4  

B 

透水性アスファルト 
0～2cm 0.486 4,600 2,236 58.8  

2～4.5cm 0.608 620 377 9.9  

再生クラッシャラン 
4.5～10cm 0.890 1,200 1,068 28.1  

10～15cm 1.212 81 98 2.6  

遮断層用砂 15～20cm 1.314 20 26 0.7  

C 

透水性アスファルト 
0～2cm 0.503 4,300 2,163 51.1  

2～4cm 0.503 560 282 6.7  

再生クラッシャラン 
4～10cm 0.836 1,400 1,170 27.6  

10～15cm 0.914 460 420 9.9  

遮断層用砂 15～20cm 1.415 140 198 4.7  

D 

透水性アスファルト 
0～2cm 0.490 3,700 1,813 38.8  

2～4.5cm 0.613 530 325 7.0  

再生クラッシャラン 
4.5～10cm 0.609 2,000 1,218 26.1  

10～15cm 0.733 1,500 1,100 23.5  

遮断層用砂 15～20cm 0.316 680 215 4.6  

E 

透水性アスファルト 

0～2cm 0.471 7,500 3,533 65.5  

2～4cm 0.471 550 259 4.8  

4～5cm 0.235 440 103 1.9  

再生クラッシャラン 
5～10cm 0.444 2,100 932 17.3  

10～15cm 0.432 790 341 6.3  

遮断層用砂 15～20cm 0.647 350 226 4.2  

F 

透水性アスファルト 
0～2cm 0.513 5,000 2,565 57.3  

2～4.5cm 0.642 600 385 8.6  

再生クラッシャラン 
4.5～10cm 0.400  2,100 840 18.8  

10～15cm 0.587 850 499 11.1  

遮断層用砂 15～19cm 0.755 250 189 4.2  

G 

透水性アスファルト 

0～2cm 0.447 7,100 3,174 55.9  

2～4cm 0.447 1,300 581 10.2  

4～6cm 0.447 1,000 447 7.9  

再生クラッシャラン 
6～10cm 0.442 2,400 1,061 18.7  

10～15cm 0.432 650 281 4.9  

遮断層用砂 15～20cm 0.417 320 133 2.3  

BG*1 

透水性アスファルト 
0～2cm 0.457 5,500 2,514 44.3  

2～4cm 0.572 950 543 9.6  

再生クラッシャラン 
4～10cm 0.852 2,100 1,789 31.5  

10～15cm 1.108 630 698 12.3  

遮断層用砂 15～20cm 0.680 190 129 2.3  

*1：未除染地点 

*2：表層から 20cmの深度までに含まれる合計量を 100として計算している。 
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図 11 放射性セシウムの深度分布の測定結果 
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*1：アスファルト層に存在する放射性セシウム量を 100とした場合の割合 

*2：試験区画 Aは作業１回目、その他の試験区画は作業２回目 

 

図 12 アスファルト層におけるアスファルト０～２cm層の放射性セシウム存在割合*と 

除染による空間線量率及び表面線量率の低減率との関係 

*：アスファルト層に存在する放射性セシウム量を 100とした場合の割合 
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（２）洗浄廃水の発生量等 

  ア 洗浄廃水の発生量 

本実証試験で発生した洗浄廃水量について、既存技術と実証技術で比較した結果を表 12

に示す。実証技術での使用水量については、噴射流量に作業時間を乗じて算出した。また

洗浄廃水回収量については、作業を実施した試験区画 B～Gにおける作業１回目、作業２回

目の総量を計測し、その総量に対し、作業時間全体に占める試験区画 G の作業時間の比を

乗じて算出した。 

算出の結果、今回の試験では、洗浄廃水の回収率は既存技術で 24.5％、実証技術で 70.2％

となり、実証技術の回収率が高かった。 

 

表 12 既存技術と実証技術で発生した洗浄廃水量（１試験区画当たり）の比較 

 既存技術 実証技術 

作業時間[秒] 412 280 

噴射流量[L/分] 16.7 13.6 

使用水量[L] 114.7 63.5 

洗浄廃水回収量[L] 28.1 44.6 

洗浄廃水回収率[％] 24.5 70.2 

 

イ 洗浄廃水等の放射性セシウム濃度 

本実証試験で発生した洗浄廃水等の放射性セシウム濃度の測定結果を表 13 に示す。 

洗浄廃水の放射性セシウム濃度の測定は、既存技術、実証技術のそれぞれから約２Lを採

取して行った。また洗浄廃水の一部（約３L）は凝集沈殿処理し、上澄み水２Lを採取し、

放射性セシウム濃度を測定した。 

本実証試験で発生した洗浄廃水等の放射性セシウム濃度を測定した結果、洗浄廃水の放

射性セシウム濃度は、既存技術よりも実証技術の方が高く、実証技術の方が効率良く放射

性セシウムを除去したと考えられる。また、洗浄廃水を凝集沈殿処理した後の上澄み水の

放射性セシウム濃度は、放射性物質汚染対処特措法に定める、特定廃棄物の処分に伴い生

じた排水に係る基準*を満たしていた。 

*：（セシウム 134濃度（Bq/L）/60）＋（セシウム 137濃度（Bq/L）/90）≦１ 

 

表 13 実証試験で発生した洗浄廃水等の放射性セシウム濃度の測定結果 

実施技術 洗浄廃水等 
放射性セシウム濃度[Bq/L] 

134Cs 137Cs 134Cs+137Cs 

既存技術 
回収水 24 160 180 

凝集沈殿処理後の上澄み水 1.1 6.1 7.2 

実証技術 
回収水 230 1,500 1,700 

凝集沈殿処理後の上澄み水 ＜0.6 3.4 3.4 
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（３）作業時間及び作業コスト 

ア 作業時間 

本実証試験での既存技術と実証技術の作業時間と作業員数を表 14 に示す。作業時間は、

既存技術よりも実証技術で短かった。これは、実証技術の円盤型洗浄機の洗浄幅が既存技

術よりも大きく（実証技術 70cm＞既存技術 45cm）、１回に処理できる施工面積の違いを反

映している。 

 

表 14 既存技術と実証作業の作業時間と作業員数 

 
既存技術 実証技術 

作業時間 作業員数 作業時間 作業員数 

作業１回目 412秒 ５人 280秒 ５人 

作業２回目 ― ― 263秒 ５人 

平均 412秒 ５人 271.5秒 ５人 

 

イ 作業コスト 

本実証試験での実証技術に係る費用は12,657円/ｍ2であった。 

 

９ 評価等 

今回の試験結果から、既存技術では十分な線量低減効果が得られなかった当該実施場所にお

いて、実証技術であるポリイオン水を用いた高圧水洗浄（40～50MPa、70～80℃）によって、さ

らに約 15％の表面線量率の低減効果が得られた。また、その効果は高い噴射圧力と高い水温に

よるものと推察された。なお、当該実施場所における放射性セシウムは深部まで達しているこ

とも確認された。 
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【参考】作業等写真 

  

写真１ 既存技術による作業 写真２ 実証技術による作業 

  

写真３ 既存技術による作業後の舗装表面(A) 写真４ 実証技術による作業後の舗装表面(G) 
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【参考図】 

 

参考図１ 除染前後の空間線量率（地上１ｍ） 

 

参考図２ 除染前後の表面線量率（地上１cm、鉛遮へい無し） 

 

参考図３ 除染前後の表面線量率（地上１cm、鉛遮へい有り） 
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参考図４ 除染前後の表面汚染密度（地上１cm、アクリル板無し） 

 

参考図５ 除染前後の表面汚染密度（地上１cm、アクリル板有り） 
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